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 新地方公会計制度に基づく財務書類４表は、法律により明確に作成を義務付けられてい

るものではありません。 

しかし、平成 18年 6月に成立した「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推

進に関する法律」（行革推進法）において、地方の資産・債務改革の一環として「新地方公

会計制度改革」が位置付けられ、また、平成 18 年 8 月 31 日の総務事務次官通知「地方公

共団体における行政改革の更なる推進のための指針」（地方行革新指針）において、「新地

方公会計制度研究会報告書」で示された普通会計ベース及び連結ベースの財務書類４表を

3 年後ないし 5年後までに整備するという方針が示されました。 

これを受け、本市では平成 20年度決算分から、財務４表を作成・公表しています。 

  

 

 

 

財務４表は、平成 19 年 10 月に総務省により公表された「新地方公会計制度実務研究会

報告書」による「総務省方式改訂モデル」に基づき作成しています。 

①対象会計 

 ○普通会計財務書類 

一般会計 

 ○連結会計財務書類 

・地方公共団体内（7会計及び 1企業会計） 

普通会計及び国民健康保険事業、国民健康保険診療所事業、後期高齢者医療事

業、公共下水道事業、簡易水道事業、農業集落排水事業の７特別会計並びに水

道事業会計 

   ・一部事務組合・広域連合（3組合及び 1広域連合：負担率等で比例連結） 

浜田地区広域行政組合、江津邑智消防組合、浜田市江津市旧有福村有財産共同

管理組合、島根県後期高齢者医療広域連合 

   ・地方三公社（1 公社） 

江津市土地開発公社 

   ・第三セクター等（4法人） 

     (株)風の国、(有)ふるさと支援センターめぐみ、(財)島根県石央地域地場産業

振興センター、(財)江津市教育文化財団 （連結対象：出資比率が 50％以上、

または、法人運営に実質的に主導的な立場を確保していると認められる団体） 

②対象年度 

  平成 27年度とし、平成 28年 3月 31日を基準としています。ただし、団体内及び一部

事務組合・広域連合は出納整理期間における取引も含みます。 

新地方公開制度の概要 

作成の基準 
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③作成基礎データ 

  団体内及び一部事務組合・広域連合については、決算統計の数値を基礎として作成し

ています。また、決算統計から読み取れない数値については、歳入歳出決算書または別

途算出をしています。地方三公社及び第三セクター等については、各団体が作成してい

る財務書類の数値を連結決算用に読み替えて作成しています。 

   

④有形固定資産 

  団体内及び一部事務組合・広域連合については、昭和 44年度以降の決算統計の普通建

設事業費（補助金・負担金として支出した金額を除く）を集計し、減価償却費を控除し

た金額を計上しています。減価償却費は、土地以外の有形固定資産について、「新地方公

会計制度実務研究会報告書」で示された耐用年数表により定額法で算出しています。 

 

 

  

 

①貸借対照表（バランスシート） 

自治体が住民サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどの

ような財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示した一覧表です。また、

資産合計額と負債・純資産合計額が一致し、左右がバランスしている表であることからバ

ランスシートとも呼ばれます。 

 

②行政コスト計算書（損益計算書） 

１年間の行政活動のうち、福祉活動やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政

サービスに係る経費とその行政サービスの直接の対価として得られた財源を対比させた財

務書類です。今までの決算書類等では把握できなかった減価償却費や引当金などの非現金

コストについても計上しています。 

 

③純資産変動計算書 

貸借対照表の純資産の部（資産から負債を差し引いたもの）に計上されている各数値が、

１年間でどのように変動したかを表します。 

 

④資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

 歳計現金（＝資金）の出入りの情報を性質の異なる３つの区分（活動）に分けて表示し

た財務書類です。３つの区分とは、「経常的収支の部」、「公共資産整備収支の部」及び「投

資・財務的収支の部」で、どのような活動に資金を必要としたかを表します。

財務 4表の概要 
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（１）貸借対照表（平成28年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

1.公共資産 55,489,884 24,048,831

 (1)有形固定資産 55,428,063 20,421,094

 (2)売却可能資産 61,821 515,192

3,112,545

2.投資等 5,558,345 0

 (1)投資及び出資金 975,891

 (2)貸付金 1,285,615 2,171,641

 (3)基金等 3,254,712 2,015,766

 (4)その他 42,127 155,875

3.流動資産 2,680,355

 (1)資金等 2,669,179

　(うち歳計現金) 694,938 26,220,472

 (2)未収金 11,176

37,508,112

資産合計 63,728,584 63,728,584

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
　　自：平成27年4月 1日 　　自：平成27年4月 1日

　　至：平成28年3月31日 （単位：千円） 　　至：平成28年3月31日 （単位：千円）

経常行政コスト 13,554,303 期首純資産残高 37,845,814

1.人にかかるコスト 2,253,852 純経常行政コスト △ 12,935,510

(1)人件費 2,021,604 財源調達 14,274,225

(2)退職手当引当金繰入等 232,248 　地方税 2,705,584

　地方交付税 6,510,654

2.物にかかるコスト 3,918,473 　経常補助金 1,209,748

 (1)物件費 1,623,554 　建設補助金 473,242

 (2)維持補修費 210,170 　その他 3,374,997

 (3)減価償却費 2,084,749 その他 △ 1,676,417

3.移転支出的コスト 7,180,351 期末純資産残高 37,508,112

 (1)社会保障給付 2,769,657

 (2)補助金等 2,094,794 （４）資金収支計算書
 (3)他会計等への支出 2,104,862 　　自：平成27年4月 1日

 (4)その他 211,038 　　至：平成28年3月31日 （単位：千円）

1.経常的収支 2,858,261

4.その他のコスト 201,627 2.公共資産整備収支 △ 84,741

 (1)支払利息等 242,701 3.投資・財務的収支 △ 2,868,644

 (2)その他 △ 41,074 当年度歳計現金増減額 △ 95,124

期首歳計現金残高 790,062

経常収益 618,793 期末歳計現金残高 694,938

使用料・手数料等 618,793 （基礎的財政収支）

純経常行政コスト 　収入総額（前年度繰越金除く） 17,085,831

（経常費用－経常収益） 12,935,510 　支出総額　　　　　　 △ 17,180,955

　地方債発行額　　　　 △ 2,091,752

　地方債元利償還額 2,155,459

　財政調整基金等増減額 238,573

基礎的財政収支 207,156

 (2)その他(短期未払金等）

資産の部

2.流動負債

 (1)翌年度償還予定地方債

 (2)長期未払金

 (3)退職手当引当金

負債の部
1.固定負債

 (4)その他

 (1)地方債

負債及び純資産合計

純資産の部

純資産合計

負債合計

★財務書類は４表はこのように有機的に関連し
ています。

普通会計財務４表（要約版）
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H28.3.31現在人口 24,474人

（１）貸借対照表（平成28年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

1.公共資産 2,267 983

 (1)有形固定資産 2,264 835

 (2)売却可能資産 3 21

127

2.投資等 227 0

 (1)投資及び出資金 40

 (2)貸付金 53 88

 (3)基金等 132 82

 (4)その他 2 6

3.流動資産 110

 (1)資金等 110

　(うち歳計現金) 28 1,071

 (2)未収金 0

1,533

資産合計 2,604 2,604

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
　　自：平成27年4月 1日 　　自：平成27年4月 1日

　　至：平成28年3月31日 （単位：千円） 　　至：平成28年3月31日 （単位：千円）

経常行政コスト 554 期首純資産残高 1,546

1.人にかかるコスト 92 純経常行政コスト　　  △ 529

(1)人件費 83 財源調達 584

(2)退職手当引当金繰入等 9 　地方税 111

　地方交付税 267

2.物にかかるコスト 160 　経常補助金 49

 (1)物件費 66 　建設補助金 19

 (2)維持補修費 9 　その他 138

 (3)減価償却費 85 その他 △ 68

3.移転支出的コスト 294 期末純資産残高 1,533

 (1)社会保障給付 113

 (2)補助金等 86 （４）資金収支計算書
 (3)他会計等への支出 86 　　自：平成27年4月 1日

 (4)その他 9 　　至：平成28年3月31日 （単位：千円）

1.経常的収支　　　　　 117

4.その他のコスト 8 2.公共資産整備収支 △ 3

 (1)支払利息等 10 3.投資・財務的収支 △ 118

 (2)その他 △ 2 当年度歳計現金増減額 △ 4

期首歳計現金残高 32

経常収益 25 期末歳計現金残高 28

使用料手数料等 25 （基礎的財政収支）

純経常行政コスト 　　収入総額 698

（経常費用－経常収益） 529 　　支出総額　　　　　 △ 702

　　地方債発行額　　　 △ 85

　　地方債元利償還額 88

　　財政調整基金等増減額 10

基礎的財政収支 9

負債及び純資産合計

純資産の部

純資産合計

負債合計

 (1)地方債

 (2)長期未払金

 (1)翌年度償還予定地方債

 (2)その他(短期未払金等）

 (3)退職手当引当金

 (4)その他

資産の部 負債の部
1.固定負債

2.流動負債

市民一人当たり普通会計財務４表
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普通会計財務４表から、以下のような財政分析をすることができます。 

 

（１）有形固定資産の行政目的別割合 

  貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合をみることにより、行政分野

ごとの公共資産形成の比重を把握することでき、これまでどこに重点を置いてきたかが

わかります。本市では、道路・公園・住宅などの生活インフラ整備に重点を置いてきた

ことが分かります。 

  

 

（２）有形固定資産老朽化率 

  有形固定資産のうち、土地以外の償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の割合

を計算することにより、耐用年数に比して償却資産の取得からどの程度経過しているか

を全体として把握することができます。平均的な値は、35％～50％の比率となります。

比率の高い環境衛生、産業振興、消防分野への再投資の可能性が高いことが分かります。 

 

    資産老朽化率（％）＝減価償却累計額÷償却資産取得価額×100 

 （単位：千円） 

行政目的 金額（千円） 構成比 

① 生活インフラ・国土保全 32,198,016 58.1% 

② 教育 10,971,116 19.8% 

③ 福祉 1,434,775 2.6% 

④ 環境衛生 1,418,795 2.6% 

⑤ 産業振興 3,882,152 7.0% 

⑥ 消防 518,597 0.9% 

⑦ 総務 5,004,612 9.0% 

有形固定資産合計 55,428,063 100.0% 

   （単位：千円） 

有形固定資産内訳 償却資産取得額 減価償却累計額 資産老朽化率 

①生活インフラ・国土保全 48,726,078  23,805,724  48.9% 

②教育 16,128,756  6,118,009  37.9% 

③福祉 2,860,713  1,774,234  62.0% 

④環境衛生 5,094,365  4,054,089  79.6% 

⑤産業振興 10,429,619  6,938,659  66.5% 

⑥消防 1,248,381  1,058,388  84.8% 

⑦総務 9,769,051  6,439,652  65.9% 

有形固定資産合計 94,256,963  50,188,755  53.2% 

普通会計財務 4表からみた江津市の特徴 
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（３）社会資本形成の世代間負担比率 

   

  ① 社会資本形成の結果を表す公共資産のうち、純資産による形成割合をみることに

より、これまでの世代（過去及び現世代）によって既に負担された割合をみること

ができます。平均的な値は、50％～90％の間の比率になります。 

 

  社会資本形成の過去及び現代世代負担比率（％）＝純資産合計÷公共資産合計×100 

 

  （単位：千円） 

純資産合計 公共資産合計 過去及び現代世代負担比率 

37,508,112 55,489,884 67.6％ 

 

  ② 地方債残高に着目すれば、将来返済しなければならない、今後の世代によって負

担する割合をみることができます。地方債残高には、地方債のみならず社会資本形

成の財源としての長期未払金及び未払金を含みます。平均的な値は、15％～40％の

間の比率になります。 

本市における地方債残高は近年増加傾向にあり、社会資本形成に関する将来負担

も逓増しており、将来世代負担比率は前年に比して微増となっています。 

 

   社会資本形成の将来世代負担比率（％）＝地方債残高等÷公共資産合計×100 

 

  （単位：千円） 

地方債等残高 公共資産合計 将来世代負担比率 

22,436,860 55,489,884 40.4％ 

    

 

（４）歳入額対資産比率 

歳入総額に対する資産の比率を算定することにより、形成されたストックである資産

は何年分の歳入が充当されたかをみることができます。平均的な値は、3.0～7.0の間に

なります。なお、歳入総額には、期首資金残高を含みます。 

 

   歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

 

  （単位：千円） 

資産合計 歳入総額 歳入額対資産比率 

63,728,584 17,875,893 3.6年分 
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（５）受益者負担比率 

  行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる受益者負担の金額であるため、経常

収益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することがで

きます。行政コスト計算書では、目的別に受益者負担割合を算定することができます。 

  平均的な値は、2％～8％の間の比率となります。 

 

   受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常行政コスト×100 

 

  

  ※⑦総務に含まれる「その他」について 

経常収益は、地方債利子に充当した住宅使用料及び一般財源振替額等 

  経常行政コストは、議会関係費及び地方債利子など  

 

（６）地方債の償還可能年数 

  地方債残高を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す数

値です。地方債を返済するには、何らかの形で資金（返済原資）を確保しなければなり

ません。また、安定的に返済を行っていかなければなりませんので、返済原資としては

経常的に確保できる資金である必要があります。平均的な値は、3 年から 9 年の間の数

値となります。 

地方債残高は、地方債のみならず社会資本形成の財源としての長期未払金及び未払金

を含み、また経常的収支額は、経常的収支の部の収入に含まれている地方債発行額と基

金取り崩し額を控除します。本市では、近年地方債残高が増加傾向にあったこともあっ

て、今後も税収等の経常的収入が増加しない限り、償還可能年数が延長することが見込

まれます。 

   地方債の償還可能年数（年）＝地方債残高÷経常的収支額 

 

  （単位：千円） 

地方債等残高 経常的収支額 地方債等の償還可能年数 

22,436,860 2,858,261 7.8年 

   （単位：千円） 

行政目的 経常収益 経常行政コスト 受益者負担比率 

① 生活インフラ・国土保全 25,045 1,798,113 1.4% 

② 教育 28,202 1,139,222 2.5% 

③ 福祉 235,055 5,069,922 4.6% 

④ 環境衛生 68,686 1,415,570 4.9% 

⑤ 産業振興 1,246 1,307,703 0.1% 

⑥ 消防 2,052 600,557 0.3% 

⑦ 総務（※その他含む） 258,507 2,223,216 11.6% 

合  計 618,793 13,554,303 4.6% 



- 8 - 

 

（７）行政コスト対公共資産比率 

  行政コストの公共資産（固定資産）に対する比率をみることで、資産を活用するため

にどれだけのコストが掛けられているか、あるいはどれだけの資産でどれだけの行政サ

ービスを提供しているか（資産が効率的に活用されているか）を分析できます。平均的

な値は、行政目的別でかなりバラつきますが、全体で 10％～30％の間の比率となります。

高齢化の進む本市では福祉分野における行政サービスが他分野に比して高いことが分か

ります。 

  また、ハード（公共資産）・ソフト（行政コスト）両面を比較することは、バランスの

とれた財源配分を検討するうえでの指標ともなります。 

 

   行政コスト対公共資産比率（％）＝経常行政コスト÷公共資産×100 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   （単位：千円） 

行政目的 経常行政コスト 公共資産 公共資産比率 

①生活インフラ・国土保全 1,798,113 32,198,016 5.6% 

②教育 1,139,222 10,971,116 10.4% 

③福祉 5,069,922 1,434,775 353.4% 

④環境衛生 1,415,570 1,418,795 99.8% 

⑤産業振興 1,307,703 3,882,152 33.7% 

⑥消防 600,557 518,597 115.8% 

⑧ 総務（その他含む） 2,223,216 5,004,612 44.4% 

合  計 13,554,303 55,428,063 24.5% 
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（１）貸借対照表（平成28年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

1.公共資産 77,906,578 36,948,314

 (1)有形固定資産 77,825,665 20,421,094

 (2)無形固定資産 19,092 8,509,735

 (3)売却可能資産 61,821 621,592

610,997

2.投資等 5,626,443 0

 (1)投資及び出資金 319,263 515,691

 (2)貸付金 1,146,415 6,269,205

 (3)基金等 4,077,617

 (4)その他 83,148 2,954,308

2,466,968

3.流動資産 4,226,831 133,426

 (1)資金等 3,594,444 0

 (2)未収金 79,555 180,016

 (3)販売用不動産 508,800 173,898

 (4)その他 44,032 39,902,622

資産合計 87,759,852 87,759,852

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
　　自：平成27年4月 1日 　　自：平成27年4月 1日

　　至：平成28年3月31日 （単位：千円） 　　至：平成28年3月31日 （単位：千円）

経常行政コスト 25,195,561 期首純資産残高 47,921,553

1.人にかかるコスト 2,818,877 純経常行政コスト　　  　 △ 17,287,927

(1)人件費 2,636,999 財源調達 18,895,996

(2)退職手当引当金繰入等 181,878 　地方税 2,705,584

　地方交付税 6,510,654

2.物にかかるコスト 5,662,977 　経常補助金 8,458,539

 (1)物件費 2,430,426 　建設補助金 0

 (2)維持補修費 295,313 　その他 1,221,219

 (3)減価償却費 2,937,238 その他 △ 1,672,392

3.移転支出的コスト 16,079,421 期末純資産残高 47,857,230

 (1)社会保障給付 13,273,084

 (2)補助金等 2,435,265

 (3)その他 371,072

（４）資金収支計算書
4.その他のコスト 634,286 　　自：平成27年4月 1日

 (1)支払利息 416,288 　　至：平成28年3月31日 （単位：千円）

 (2)その他 217,998 1.経常的収支 3,255,608

2.公共資産整備収支 △ 217,546

3.投資・財務的収支 △ 2,925,797

経常収益 7,907,634 翌年度繰上充用金増減額 0

使用料手数料等 7,907,634 当年度歳計資金増減額 112,265

純経常行政コスト 期首歳計資金残高 3,482,179

（経常費用－経常収益） 17,287,927 期末歳計資金残高 3,594,444

  (4)地方三公社長期借入金

  (7)引当金等

2.流動負債

47,857,230

  (4)未払金

  (5)その他

資産の部 負債の部
1.固定負債

負債及び純資産合計

  (1)地方公共団体翌年度償還予定額

  (2)関係団体翌年度償還予定額

  (3)短期借入金

負債合計

純資産の部

純資産合計

  (1)普通会計地方債

  (3)一部事務組合・広域連合地方債

  (5)第三セクター等長期借入金

  (6)長期未払金

  (2)公営事業地方債

連結会計財務４表（要約版）
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H28.3.31現在人口 24,474人

（１）貸借対照表（平成28年3月31日現在）　　　　　　　　　　　　 　（単位：千円）

1.公共資産 3,184 1,509

 (1)有形固定資産 3,180 834

 (2)無形固定資産 1 348

 (3)売却可能資産 3 25

25

2.投資等 230 0

 (1)投資及び出資金 13 21

 (2)貸付金 47 256

 (3)基金等 167

 (4)その他 3 120

101

3.流動資産 173 5

 (1)資金等 147 0

 (2)未収金 3 7

 (3)販売用不動産 21 7

 (4)その他 2 1,629

資産合計 3,587 3,587

（２）行政コスト計算書 （３）純資産変動計算書
　　自：平成27年4月 1日 　　自：平成27年4月 1日

　　至：平成28年3月31日 （単位：千円） 　　至：平成28年3月31日 （単位：千円）

経常行政コスト 1,029 期首純資産残高 1,958

1.人にかかるコスト 115 純経常行政コスト　　  　 △ 706

(1)人件費 108 財源調達 774

(2)退職手当引当金繰入等 7 　地方税 112

　地方交付税 266

2.物にかかるコスト 231 　経常補助金 346

 (1)物件費 99 　建設補助金 0

 (2)維持補修費 12 　その他 50

 (3)減価償却費 120 その他 △ 68

3.移転支出的コスト 657 期末純資産残高 1,958

 (1)社会保障給付 542

 (2)補助金等 100

 (3)その他 15

（４）資金収支計算書
4.その他のコスト 26 　　自：平成27年4月 1日

 (1)支払利息 17 　　至：平成28年3月31日 （単位：千円）

 (2)その他 9 1.経常的収支 134

2.公共資産整備収支 △ 9

3.投資・財務的収支 △ 120

経常収益 323 翌年度繰上充用金増減額 0

使用料手数料等 323 当年度歳計資金増減額 5

純経常行政コスト 期首歳計資金残高 142

（経常費用－経常収益） 706 期末歳計資金残高 147

負債及び純資産合計

  (2)公営事業地方債

負債合計

純資産の部

純資産合計 1,958

  (5)その他

  (1)地方公共団体翌年度償還予定額

  (2)関係団体翌年度償還予定額

  (3)短期借入金

  (5)第三セクター等長期借入金

  (7)引当金

  (3)一部事務組合・広域連合地方債

  (4)地方三公社長期借入金

  (4)未払金

2.流動負債

  (6)長期未払金

資産の部 負債の部
1.固定負債

  (1)普通会計地方債

市民一人当たり連結会計財務４表
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 連結財務４表では、普通会財務書類の数値と比較することにより、普通会計以外での

行政サービスの規模を把握することが可能となります。特に連結貸借対照表の負債の部

では、普通会計や特別会計、一部事務組合など部門別で地方債（借金）の額を把握する

ことができます。また、公共資産や地方債の連単倍率（連結財務書類計上額÷普通会計

財務書類計上額）を分析することにより、普通会計だけでは見えない公共資産整備の状

況も把握することができます。 

 

 

（１）有形固定資産の行政目的別割合 

   

  連結貸借対照表に計上された有形固定資産の行政目的別割合は下記のとおりです。環

境衛生部門の連単倍率が 7.59倍となっていますが、これは、主に上水道事業、簡易水道

事業、浜田広域行政組合のごみ処理施設等の資産が加算されているため、高い倍率とな

っています。  

  その他の分野では、生活インフラ・国土保全において公共下水道事業の資産が、産業

振興については、 (株)風の国、(有)めぐみなどの三セク等の資産が、消防では、消防組

合の資産が加算されています。⑧及び⑨については、連結諸表のみの項目ですが、⑧に

ついては、連結上も該当がなく、⑨については、土地開発公社の資産の一部が計上され

ています。 

 

 
 

【有形固定資産の行政目的別割合】

金額（千円） 構成比 金額（千円） 構成比

①生活インフラ・国土保全 44,260,789 56.9% 32,198,016 58.1% 1.37

②教育 10,971,161 14.1% 10,971,116 19.8% 1.00

③福祉 1,438,410 1.8% 1,434,775 2.6% 1.00

④環境衛生 10,774,525 13.8% 1,418,795 2.6% 7.59

⑤産業振興 4,241,851 5.5% 3,882,152 7.0% 1.09

⑥消防 1,102,170 1.4% 518,597 0.9% 2.13

⑦総務 5,034,038 6.5% 5,004,612 9.0% 1.01

⑧収益事業 0 0.0% - - -

⑨その他 2,721 0.0% - - -

有形固定資産合計 77,825,665 100.0% 55,428,063 100.0% 1.40

行政目的
連単
倍率

普通会計連結会計

連結財務 4表からみた江津市の特徴 
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（２）有形固定資産老朽化率 

   

  連単倍率が 1.0未満となっている分野があります。 

① 生活インフラ・国土保全では公共下水道施設、④環境衛生では浜田広域行政組合の

ごみ処理施設、⑥消防では消防施設等が、供用開始後の経過年数が少ないため、資産老

朽化率が普通会計より少ない数値となっています。 

 

（３）社会資本形成の世代間負担比率 

   

  ① 連結会計でのこれまでの世代（過去及び現世代）の負担比率は下記のとおりです。

連単倍率は 1.0 未満で普通会計数値より低くなっています。これは、下水道やごみ

処理施設などに対する市債等の償還があまり進んでいないためです。 

   （単位：千円） 

連結純資産合計 連結公共資産合計 
過去及び現代 

世代負担比率 
普通会計数値 連単倍率 

47,857,230 77,906,578 61.4％ 67.6％ 0.91 

 

  ② 連結会計での将来世代負担比率は下記のとおりです。 

連単倍率は 1.0 以上で普通会計数値よりも高くなっています。これは、上記とは反

対に、下水道やごみ処理施設などに対する負担（市債等の償還）が将来世代に残って

いるためです。 

  （単位：千円） 

連結地方債等残高 連結公共資産合計 
将来世代 

負担比率 
普通会計数値 連単倍率 

32,763,812 77,906,578 42.1％ 40.4％ 1.04 

   （単位：千円） 

有形固定資産内訳 
連結会計 

資産老朽化率 

普通会計 

資産老朽化率 
連単倍率 

①生活インフラ・国土保全 43.14 48.86  0.88  

②教育 37.94  37.93  1.00  

③福祉 62.03  62.02  1.00  

④環境衛生 52.93  79.58  0.67  

⑤産業振興 66.55  66.53  1.00  

⑥消防 72.47  84.78  0.85  

⑦総務 65.82  65.92  1.00  

⑧収益事業 - - - 

⑨その他 - - - 

有形固定資産合計 48.90 53.25 0.92 
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（４）歳入額対資産比率 

連結会計の歳入額対資産比率は下記のとおりです。連単倍率は 1.0 未満で普通会計数

値よりも低くなっています。これは国保等医療・介護関係の歳入が資産に対して多くな

っているからです。 

 

  （単位：千円） 

連結資産合計 連結歳入総額 
歳入額対 

資産比率 
普通会計数値 連単倍率 

87,759,852 32,669,635 2.7年分 3.6年分 0.75 

 

 

（５）受益者負担比率 

  連結行政コスト計算書における受益者負担比率は下記のとおりです。すべての分野で

連単倍率は 1.0 以上で普通会計数値より高くなっています。①生活インフラ等④環境衛

生では水道・下水道の使用料が計上されており、③福祉では、国保等医療・介護関係の

保険料収入、⑤産業振興では、三セク等の収益が計上されています。 

 

 

（６）地方債の償還可能年数 

  連結会計の地方債償還可能年数です。連単倍率は 1.0 以上で普通会計数値よりも高く

なっていますが、国保等医療・介護関係の経常的収入額以上に、上水道や下水道施設な

ど資本形成に係る地方債発行額が多いためです。 

  （単位：千円） 

連結地方債等残高 連結経常的収支額 
地方債等の 

償還可能年数 

普通会計 

数    値 
連単倍率 

32,763,812 3,255,608 10.1年 7.8年 1.29 

 

   （単位：千円） 

行政目的 経常収益 
経常行政 

コ ス ト 

受益者負 

担 比 率 

普通会計

数    値 
連単倍率 

①生活インフラ 

・国土保全 
360,154  2,013,489  17.9% 1.4% 12.79  

②教育 41,063  1,195,495  3.4% 2.5% 1.36  

③福祉 6,286,138  15,537,801  40.5% 4.6% 8.80  

④環境衛生 830,165  2,059,128  40.3% 4.9% 8.22  

⑤産業振興 106,236  1,410,133  7.5% 0.1% 75.00  

⑥消防 3,378  522,591  0.6% 0.3% 2.00  

⑦総務（その他含む） 280,500  2,456,925  11.4% 11.6% 0.98  

合  計 7,907,634  25,195,561  31.4% 4.6% 6.83  
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（７）行政コスト対公共資産比率 

  連結経常行政コストの連結公共資産に対する比率は下記のとおりです。連単倍率が 1.0

未満となる分野は、水道や下水道、ゴミ処理施設、消防施設などですが、ソフト面より

ハード面において財源が重点的に配分されていることを示しています。③福祉について

は、国保等医療・介護関係の公共資産がほとんどなく、コストのみ計上されているため、

数値が大幅に増加しています。 

 

 

※今後の課題と活用 

   財務情報の透明化を進め、企業会計原則を前提とする地方公会計の整備促進にあた

り、総務省より平成 27年 1月に平成 27年度から平成 29年度までの 3年間で全ての地

方公共団体において統一的な基準による財務書類作成の要請がありました。公会計の

整備にあたっては、「資産台帳の整備」と「資産の適切な評価」が最重要です。これま

で必ずしも十分とは言えなかった台帳の整備や資産の評価を適正に行うことによって

得られる効果が非常に大きいと考えられているからです。 

そこで本市においても、平成 28年度決算から統一的な基準による財務書類を作成・

公表するために、平成 27年度から固定資産台帳の整備を行っています。またそのこと

は、市が管理する資産やインフラの適正評価及び適切な管理を行う体制を整備するこ

とや、公共施設等総合管理計画の策定等により公共施設の統廃合・長寿命化、安全性

の確保を可能とすることにつながっています。 

今後は、今回の分析に加え、施設別・事業別コスト計算といった多様な分析手法を

取り入れ、これまでの財務指標を補完する資料として、その有効性を高めていく必要

があります。 

 

   （単位：千円） 

行政目的 
経常行政 

コ ス ト 
公共資産 

公共資産 

比   率 

普通会計

数    値 
連単倍率 

①生活インフラ 

・国土保全 
2,013,489  44,260,789 4.5% 5.6% 0.81  

②教育 1,195,495  10,971,161 10.9% 10.4% 1.05  

③福祉 15,537,801  1,438,410 1080.2% 353.4% 3.06  

④環境衛生 2,059,128  10,774,525 19.1% 99.8% 0.19  

⑤産業振興 1,410,133  4,241,851 33.2% 33.7% 0.99  

⑥消防 522,591  1,102,170 47.4% 115.8% 0.41  

⑦総務（その他含む） 2,456,925  5,036,759 48.8% 44.4% 1.10  

合  計 25,195,561  77,825,665  32.4% 24.5% 1.32  


